
出資法人等経営状況報告書

1作成年月日及び担当部署
農林水産部 農林水産整備課作成年月巨 1平 成 30年 8月 22日

深以下

`ま

平成 30年 2月 28 日甲.存 の 内ハです ^

2法人等の概要

3組織

4主 な事業

(単位 :人 )

法人等名称 くびき野森林組合

代 表 者名,

代表理事組合長 中川耕平

日 常 勤 ■ 非常勤

■ プロパー   □ 市派遣 □ 市兼務 □ その他

所 在 地
―
新潟県上越市大宇青野 2741番地

設立年月H― 平成 13年 3月 6日 を事■葉| 70,440千円 市出資割合 50.6%

設 立唱!的
―|

組合員が共同してその経済的社会的地位の向上並びに森林の保続培養及び森林生産

力の増進を図ることを目的とする。

市派遣 市兼務 |その他
|li!■ ||!:|:||||:誰 !:!||||!|||||:|

0 0常勤

17 3 20 20非常勤|―

20 2017 3

役
員

1010

0 0臨時職員

0 0―
パエト職員等 =

10 10

(1)組合員のための問伐等森林施業 ,経営に関する指導

(21組合員の委託を受けて行う間伐等の森林保育施業の実施

(31病害虫 (松くい虫等)の予防及び防除の実施

14)組合員の行う林業その他の事業及びその生活に必要な資金の貸付け

(9組合員の行 う林業その他の事業及びその生活に必要な物資の供給

(6)組合員の生産する林産物及び林産物以外の森林の産物の運搬、保管及び販売

(7)組合員のための森林経営計画の作成 ほか
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5事業実績 (概要 )
国土保全、水源涵養等の公益的機能はもとより、地球温暖化防止森林吸収源対策として森林の持つ

多面的機能の発揮が重視されていることから、森林組合としても森林整備の推進を重要事項として位

置づけ、森林整備事業、治山事業、森林病害虫防除を積極的に取り組み、平成 29年度事業実績として

は、農林公社等の保育作業
ン
44.17ha、 治山工事 45.03ha、 請負工事 490件 となつています。このほか、

廃棄物処理事業等の実施により、総事業収入は 2億 8,442万 7千円、計画対比 99。 1%と なり、税引前

当期純利益 1,886万 7千円となっています。

主な事業実績

【森林整備面積】

【廃棄物処理事業収入】

【請負工事収入】

区 分 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度

計画 (ha) 74.74 80.88 112.16

実績 (ha) 102.08 101.60 89.20

計画対比 (%) 136.6 125.6 79.5

区 分 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度

計画 (千円) 50,000 50,000 40,000

実績 (千円) 65,751 37,470 33,412

計画対比 (%) 131.5 74.9 83.5

区 分 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度

計画 (千円) 121,000 156,574 137,715

実績 (千円) 167,936 155,430 158,329

計画対比 (%) 138.8 99。 3 115,0
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項 目

F 
平成124年度■ |

白 平成27年■月11-口 |

1至 平成?=年 2:月Ⅲ29日

平成 2S年度

自 平成1281年 3月 1日

至 平成:29年 12月.2'日 |

平成 29年度

増 平成
-2)年
3月 1母

至
‐
平成 B針年ガ月 28日

備 考

営業収益 (売上高〉 312,553 289,038 284,427

営業費用
―

310,301 278,241 266,853

217,858 191,119 183,139

92,443 87,122 83,714

営業利益 2,252 10,797 17,574

営業外収益 1,833 1,883 986

営業外費用| 148 132 58

経常利益 3,937 12,548 18,502

特別利益 98 750 365

特別損失 1,299 6 0

1税引前当期純利益 2,731 13,292 18,867

法人税等 850 3,600 4,806

当‐期純利益 1,881 9,692 14,061

項  目― 1平成 30年
'月
123辟現在 備 考

:貸 |

:借
!― 対
―

照
!表

!資!産 325′ 885 332,862 343,636

‐負 債 44,181 40,467 37,250

純Y資産 281,704 292,395 306,386

69,631 70,630 70,440

212,073 221,765 235,946

0 0 0

6財務状況

※端数処理の関係で、7Pの業務報告書の数値とは一致しません。

(単位 :千円)
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7経営状況の予備的診断

予備的診断フロー

No

Yes

※ この評価に関連する特殊な事情又は要因など特記すべき事項
特になし

Yes

No

Yes

No

4

A-1単年度黒字か

A-2

累積欠損金
があるか

A工 3累積久損金が資本
金の50%未満

単年度黒宇か

A-4

累積欠損金が資本
金の50%以上 B

A-1

A-1 累積欠損金がなく、単年度黒字の

場合
引き続き経営努力を
イ子う。

A-2 累積欠損金がなく、単年度赤字の

場合 ´

複数年の経過を注視
しなが ら引き続き経
営努力を行う。

A-3 累積欠損金が資本金の 50%未満
で、単年度黒宇の場合

経営改善の努力を要
する。

A-4 累積欠損金が資本金の 50%未満
で、単年度赤字の場合

経営改善の一層の努
力を要する。

B 累積欠損金が資本金の 50%以上の
場合

事業の見直し等 も含
めた抜本的な経営改
善を要する。



内訳 平成 27年度 平成123年度 平成129年度| 備1考

① 松くい虫防除事業委託料 17,607 12,720 7,882

② 林道除草委託料 他 6,945 6,112 6,300

③ 施設環境整備委託料 171 165 179

④ 市営分収林整備委託料 他 1,865 8,726 9,196

⑤ 公園保守点検管理業務委託料 3,672 3,672 3,888

⑥ 遊歩道草刈り業務委託料 389 605 702

⑦ その他委託料 29,222 26,862 19,914

計 59,871 58,862 48,061

8市の関与の状況
(1)市の委託額

121 市の財政援助額

9今後の経営計画等
(1)次期事業計画

平成 30年度計画は、引き続き集約化施業に取 り組み、効率的な森林経営計画の策定や路網整備に

よる作業効率の改善のほか、森林環境税導入に対応できるよう準備を進め、更なる事業量の拡大を目

指すため、各部門で次の事項を計画している。

O 指導部門は地区懇談会を積極的に実施 し、森林経営計画策定に向けての説明会や森林施業の研修

会を行い森林整備への意識の高揚と啓蒙普及を図る。

O 販売・林産部門は集約化施業等により、搬出された間伐材の高値販路先や地域産材の利用促進に

繋がる販路先を開拓する。

O 森林整備部門は森林経営計画に沿つて集約化された施業団地の間伐材搬出方法について、独自工

法を考察しコス ト低減に努める。

請負森林整備事業として、農林公社、森林研究・整備機構、市営分収林、県行造林、治山工事等

を積極的に受け入れ事業展開を図る。

O 利用部門は、廃葉物処理事業 (木くず)の安定的な受け入れを確保し、環境緑化センター (緑化基

盤材・堆肥)の生産を維持 し、バイオマス事業として本質資源利用のPR及び取扱いの増大を図る。

(単位 :千円)

(単位 :千円)

内訳 平成 27年度 平成 28年度

① 補助金 (助成金 ) 0 0 0

② 貸付金 0 0 0

③ 損失補償 0 0 0

④ 債務保証 0 0 0

⑤ その他 ( ) 0 0 0

計 0 0 0

(2)中長期経営計画

あり (中期経営計画 H28.3～ H31,2)
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平成 29年度

期間

′と卜_

口
圭
日事

‐
業 報

自 平成 29年 3月 1日
至 平成 30年 2月 28日

大径木伐採作業

くび き 野 森 林 組 合
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I業 務 報 告 書

平成 29年 3月 1日 ～平成 30年 2月 28日

第 1 組合の事業活動の概況

(1)主要な事業活動の内容

昨年末、森林、林業界の悲願であつた森林吸収源対策の財源確保について、森林環境税 (仮

称)及び森林環境譲与税 (仮称)を創設することが決定されました。税の課税は、平成 36

年度から、譲与は平成 31年度から市町村並び都道府県にされることになっており、この大

切な財源を活用し、森林整備が一層加速化することに大いに期待をいたします。

さて、今期の事業運営は、事業収益 284, 426千 円 (計画対比 99.1%)お おむね

計画通りの収益を確保でき、費用の削減等により事業総利益は、 101, 287千 円 (計画

対比 127.0%)を 計上することができました。

森林整備部門森林整備では、受託森林整備 。請負森林整備・治山工事に積極的に取り組み

ましたが、冬期間に実施している受託利用間伐が、数年に 1度という寒波により集中降雪に

見舞われた影響で、年度内の完了ができなくなったことが響き、収益44, 222千円 (計

画対比70。 5%)と計画を下回る結果となりましたが、高性能林業機械の導入並びに技術

の高上により生産性が上がり利益は、計画並みを確保できました。

地域材の安定供給に向けての素材生産は、 1, 156だの取り扱い数量で計画を下回る結

果となり、今後一層の低コスト・高効率搬出間伐の実施により地域材の安定供給に努めてい

きたいと思います。

森林整備部門利用では、収益 217, 816千 円 (計画対比 109,0%)と 計画並みの

実績を確保できました。公共事業等の減少する中、積極的な営業活動により請負工事収入は、

計画を上回る収益を上げることができました。また、環境緑化センターにおきましては、「く

びき野 1号」の販売拡大と商品PRに努めてきた結果、本年度初めての利益を計上すること

ができました。一方、廃棄物処理事業は、開発事業の減少により (計画対比83.5%)計

画を下回る結果となりましたが、今後も厳しい状況が見込まれることから一層、事業の効率

化、経費の削減を図りながら事業の推進を図つて行きたいと思います。

各部門、厳しい状況が続いておりますが、経常利益 18, 501千 円 (計画対比465%)

と計画を大きく上回り税引後の当期剰余 14, 060千 円を計上することができました。

最後に、日頃特段の御理解と御協力を戴きました組合員各位、また御支援と御指導を賜り

ました行政、団体各位におかれましては心より厚く感謝と御礼を申し上げ、平成 29年度の

業務報告と致します。
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(2) 個別事業の概況

① 指導部門

組合員の林業経営に関する技術の向上及び林業知識の向上を図ることを目的とし、

また森林・林業の啓蒙普及を図るために次の事業を実施した。

1, 森林整備研修会を開催し、森林・林業の重要性を説明した。
2, 森林整備の推進を図るため、林業技術の指導を行つた。
3, 森林整備を推進するため、森林経営計画を樹立した。
4, 間伐を推進するため、施業集約化の懇談会を実施した。
5, 松くい虫被害等を未然に防ぐための予防を指導した。
6, シイタケ、すメコ等の栽培指導を行つた。
7, 未来の担い手育成のため、小学生に森林・林業の大切さと必要性を伝えた。
8, 組合だよりを2回発行し、森林・林業情報を提供した。
9, 関連団体の諸行事に参力日協力した。

コースター作り体験
(上越市 なんばまつり)

プロセッサーによる
枝払田採材作業見学
(森林整備研修会 )
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② 販売部門

計画対比2倍の実績を確保できた。

ア 販売事業

イ 林産事業

計画対比68.9%の実績に留まつた。

(単位 :円 )

(単位 :

区  分

受 託 販 売 買 取 販 売 計

数 量 金 額 数  量 金 額 数  量 金 額

木

　

　

　

材

一 般 用 材 2H.724∬ 1,515,544 85,49rド 525,294 297.214コド 2,040,838

パ ル プ 材 668。45ロド 2,989,208 668.451ド 2,989,208

杭木・ 長木 40本 83,500 40本 83,500

販売手数料 229,8281だ 84,259 229,828Tド 84,259

小    計 441.5521だ 1,599,803 753.94■ド 3,598,002 1195.49だ 5,197,805

木 炭 7袋 23,981 7袋 23,981

原 木 ・ オ骨木 1098本 880,185 1098本 880,185

環 境 緑 化 木

生 シ イ タ ケ 170kg 196,873 170kg 196,873

乾燥 シイ タケ 135kg 778,429 135kg 778,429

その他 の物資 357,300 357,300

計 1,599,803 5,834,770 7,434,573

計受 託 生 産 買 取 生 産

数 量 金 額 数  量 金 額数 量 金 額
区  分

2,192,114 341.48だ 2,192,114一 般 用 材 341,48コド

0パ ル プ 材

256.38コド 1,785,947 256.381ゞ 1,785,947ペ レッ ト材

0そ の他 材

469,076 558.244コド 469,076林産手数料 558.244ョだ

2,661,190 256.38コド 1,785,947 1156.104コド4,447,137

販
　
売
　
高

小   計 899.724だ

0製 材 原 木

0チ ップ原木

5,43だ 79,200 5。 43ボ 79,200薪 原 木

5。 43だ 79,200 5。 43だ 79,200小   計

仕
　
向
　
一局

加
工
原
材
料

261.81ボ 1,865,147 1161.534コド4,526,337899.724■ド 2,661,190

木

　

　

　

材

計

56.64コド 1,355,005 56.641だ 1,355,005薪   ( 小  割  )
806,787 35.1だ 806,78735.1∬薪   ( 大  割  )

3.5kg 3,241 3.5kg 3,241生  し  い  た  け
3kg 16,393 3kg 16,393乾  し  い  た  け

2,661,190 4,046,573 6,707,763合   計
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③ 森林整備部門

ア 森林整備事業
計画対比70.4%に留まった。

イ 利用事業
ほぼ計画並みの実績を確保することができた。

(単位 :円 )

(単位 :円 )

区  分 数  量 金  額

受 託 森 林 経 営

森 林 整 備 (公 社 造 林 ) 16.70ha 7,606,000

森 林 整 備 (県 行 造 林 ) 0 0

森 林 整 備 (水 源 林 造 林 ) 10。 88ha デ2,545,000

森 林 整 備 (市 営 造 林 ) 13.06ha 5,970,000

治 山 工 事 45.03ha 28,011,000

森 林 整 備 手 数 料 3.53ha 90,092

計 89.20ha 44,222;092

区 分 数量又は取扱金額 使用料又は手数料

請 負 工 事 490イ牛 158,329,217

調 査 3件 5,704

不ll 用 料 39イ牛 239,383

病 害 虫 防 除 23イ牛 9,685,610

廃 棄 物 処 理 事 業 3,243トン 33,411,868

造 林 補 助 取 扱 手 数 料 0 0

森 林 整 備 支 援 交 付 金 収 入 0 0

緑 の 雇 用 事 業 収 入 2件 1,431,415

森 林 整 備 加 速 化 事 業 収 入 0 0

利 用 雑 収 入 17件 338,428

安 全 教 育 受 講 5件 85,185

環 境 緑 化 セ ン タ ー 事 業 収 入 182イ牛 14,289,269

計 217,816,079
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ク 福利厚生事業

工 購買事業

計画対比1.6倍の実績を確保できた。

(ア ) 事業物資

オ 金融事業

林業資金の貸付業務は新規・既存いずれもなかつた。

(ア) 事業資金

(単位 :円 )

(単位 :円 )

(単位 :円 )

区  分 件数又は対象人員 金    額

森 林 保 険 1件 29,046

計 29,046

区  分

受託購買 買取購買 計

数  量 金 額 数 量 金 額 数 量 金 額

十日
　
本

山  行  苗 764 本 251,084 764本 251,084

果樹・緑化木 105 本 125,466 105 本 125,466

′J、 計 869 本 376,550 869 本 376,550

種
Ⅲ

駒 730,940 ケ 2,294,755 730,940 ケ 2,294,755

月巴
｀

料 3袋 2,780 3袋 2,780

林 業 用 薬 剤 45 缶 1,407,545 45 缶 1,407,545

林 業 用 機 械 6台 454,734 6台 454,734

林 業 用 資 材 他 1,068,268 1,068,268

計 5,604,632 5,604,632

区  分

期首有高 当期貸付高 当期回収高 期末有高

件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額

造 林 資 金 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0
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(3) 事業の経過及びその成果

年  月  日 事 項 場   所
登 記

29 3

5

12

6

12

26

出資の総口数及び払い込んだ出資の総額の変更登記

代表権を有する者の資格変更登記

代理人等に関する事項登記

法務局

法務局

法務局

会議、研修等

29   3  2-3

13

15

27

4 6

13

18

27

5 2

10

12

15

19

30

31

6

7

8

1

13

14～ 15

15

16

17

19

19

21

26-27

27

11～ 12

12～ 14

18～ 19

24

5

7～ 11

8

10

24

新潟県森林組合職員研修 (2名 )

上越市農林水産振興協議会・林業部会 (1名 )

新潟県農林公社事業説明会 (1名 )

上越緑の少年団育成会 総会 (1名 )

新潟市

ガス水道局

新潟市

春 日謙信交流館

県行造林管理人辞令交付式 (2名 )

森林整備センター 造林者会議 (1名 )
上越下農林水産振興協議会・常任幹事会 (1名 )

上越市農林水産振興協議会・総会 (1名 )

上越地域振興局

新潟市

JA本店
」A本店

牧緑の少年団入団式・育成会総会 (2名 )

安全祈願祭・技術員全体会議 (全職員・技術員 )

新潟県治山林道協会 総会 (1名 )
森林組合代表者会議 (1名 )

新卒学卒求人申込説明会 (1名 )

林業改良協会上越支部 評議委員会 (1名 )
新潟県森林組合連合会 総会 (1名 )

牧小学校

会議室

新潟市

越後森林館

人材ハイスクール

妙高市役所

越後森林館

桑取川魚の森づくり推進協議会 総会 (1名 )
安全運転者管理者講習 (2名 )

産業廃棄物許可申請講習会 (2名 )

牧農林業振興公社 評議委員会 (1名 )
にいがた緑の百年物語緑化推進委員会 総会 (1名 )
新任役員研修 (13名 )
新潟県水源林造林協議会 総会 (1名 )
清里小学校 林業体験学習 (1名 )
新潟県森林組合職員連盟 役員会・評議委員会 (1名 )
緑の雇用集合研修 (1名 )

上越地域治山林道協会 総会 (1名 )

谷浜桑取地区公民館

リージョンプラザ

長野市

公社事務所

自治会館

会議室ほか

技術士センタービル

清里区馬屋 (学校林)

新潟市

新潟市

上越文化会館

高田税務署税務調査

緑の雇用集合研修 (1名 )

緑の雇用集合研修 (1名 )

新潟森林組合連合会 新任監事研修 (4名 )

会議室ほか

柏崎市

十日町市

越後森林館

なんば高原まつり (1名 )

緑の雇用集合研修 (1名 )

堆肥等の肥料生産に関する説明会 (1名 )

上越地域森と緑の感謝祭実行委員会 (1名 )

公正採用選考のための企業研修会 (1名 )

南葉高原キャンプ場

柏崎市ほか

長岡市

柿崎区総合事務所

リージョンプラザ
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年  月  日 事 項 場   所
29  8 28～ 31

29

30

9

10

11

12

5

9

11～ 13

14～ 15

24

25-29

9

19-20

24

27'し 23

3

6

9

20

20-22

29

30

4

9

14

14

21

25

4

12

18

22

22

26

30 1

2

緑の雇用集合研修 (1名 )

新潟県農林公社事業打合せ (2名 )

上越市森林地図情報システム研修会 (1名 )

柏崎市

会議室

上越市役所

求人応募書類引渡し式 (1名 )

東京大学聞き取り調査 (1名来所)

緑の雇用集合研修 (1名 )

フォレストワーカーフォローアップ研修 (3名 )

上越緑の少年団体験活動・駒打ち体験 (2名 )

緑の雇用集合研修 (1名 )

市民プラザ

会議室

新潟市ほか

柿崎地区公民館ほか

二貫寺の森

長岡市ほか

第10回上越地区森と緑の感謝祭 IN柿崎 (3名 )
新潟森林組合連合会 監査士監査 (2名来所)
実践的リスクアセスメント導入のための集団指導会 (3名 )

緑の雇用集合研修 (1名 )

柿崎小学校

会議室

高陽荘

新潟市

柿崎区産業まつり (2名 )

カツシマ税務研修会 (1名 )

会計検査院 会計実地検査 (4名 )
新潟森林組合連合会 理事監事研修 (13名 )
緑の雇用集合研修 (1名 )

クリーンタンド法セミナー (1名 )

森林組合代表者会議 (1名 )

JAはまなす支店
オーレンプラザ

上越地域振興局

越後森林館

新潟市

新潟市

越後森林館

決算書作成のための経理担当者研修会 (1名 )

上越緑の少年団 修了式 (1名 )
肥料取締制度に係る説明会 (1名 )

振動障害検診 (16名 )
県庁等予算要望 (1名 )
コンプライアンス研修会 (役員 19名 )

越後森林館

市民プラザ

新潟県庁

会議室

県庁・上越地域振興局

会議室

上越市 新年祝賀会 (3名 )
退職準備セミナー (1名 )

直江津木材組合 定例会 (1名 )

リージョンプラザ上越

長岡市

うちやま

中核者研修会 (1名 )

重点プロジェクト検討会 (1名 )

高校生の林業就労促進に向けた意見交換会 (1名 )

越後森林館

上越地域振興局

高田農業高校
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事業年度 26 年度 27 年度 28 年度
29年度

(当期)

般
　
　
事
　
　
業

指 導 事 業
収  益 2,699 2,647 2,692 2,613

費  用 2,110 2,624 2,714 2,643

販 売 事 業
収  益 6,763 5 040 10,267 14,142

費  用 4,454 2,011 5,002 9,437

森 林整備 事 業
収  益 276,226 304,867 276,078 267,671

費  用 194,163 213,224 183,403 171,058

事業総利益 84,961 94,695 97,919 101,288

事業管理費 77,960 92,443 87,122 83,714

事業利益 7,001 2,252 10,797 17,574

事業外損益
収  益 2,411 1,833 1,883 986

費  用 148 132 58

経常利益 9,412 3,937 1 2 548 18,502

特別損益
収  益 300 93 750 365

費  用 6,291 1,299 7 0

税引前当期純利益 3,421 2,731 13,292 18,867

法人税及び住民税、事業税 1,020 850 3,600 4,806

当期剰余金 2,401 1,88 1 9,692 14,061

前期繰越剰余金 11,026 13,427 14,908 5,599

当期未処分剰余金 13,427 15,308 24,599 19,660

(4) 当該事業年度及び直前 3事業年度の事業成績及び財産並びに損益の状況
① 事業成績及び損益の状況

(単位 :千円)

14



第 2 組合の運営組織の状況
(1) 総代会

(2)組合員の状況
① 組合員数

② 出資口数

通常・臨時

の   別
開

日

催

時
正組合員数

総

定

代

数

総  代
現 在 数

総代出席者数
総代の出席率

本人 書面 計

通  常

29年 4月 28日 5,045人 200人 200人 82人 84人 166人 83.091

議 事 及 び

議 決 事 項

第1号議案 平成28年度事業報告書、貸借対照表、損益計算書、剰余金

処分案、注記表、附属明細書の承認について

平成29年度事業計画書の承認について

平成29年度賦課金、賦課金徴収並びに時期決定を次の

とおり承認を求める。

取扱料率決定について次のとおり承認を求める。

受話販売仮渡金の限度額決定について次のとおり承認を求める。

余裕金預入先決定について次のとおり承認を求める。

平成29年度借入金の最高限度額と借入先の決定について

次のとおり承認を求める。

平成29年度 1組合員に対する貸付金の最高限度額及び

貸付利率の承認を求める。

役員報酬総額を次のとおり承認を求める。

役員の選任について

第2号議案

第3号議案

第4号議案

第5号議案

第6号議案

第7号議案

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

第8号議案

第9号議案

第10号議案

可決

可決

可決

資 格 区 分 前 期 末
当 期
力日  入

当 期 脱 退
当 期 末

任 意 資格喪失 死亡または解散 整  理 合  計

正 組 合 員 5,045 152 31 152 183 5,014

准 組 合 員 361 0 0 0 0 361
八 計 5,406 152 31 152 183 5,375

(単位 :人 )

(単位 :口 )

資 格 区 分 前 期 末 当 期 増 加 当 期 減 少 当 期 末

正 組 合 員 677,687 1,897 675,790

准 組 合 員 28,615 28,615

八 計 706,302 0 1,897 704,405
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(3) 役員の状況

(4) 役員の増減

役 職 名 氏    名
常勤・非

常勤の別

代表権

の有無

就 任

年月日

任期満了

年 月 日

備考

(兼職状況等)

組 合 長 中 サ||ゴ 耕 平 非常勤 有 H29。 4.28 H32年総代会

副組合長 佐 藤 昭 夫 非常勤 征 〃 〃

理  事 田 中 弘 邦 非常勤 征 〃 〃

理   事 横 田   力 非常勤 征 ‐ 〃 〃

理  事 佐 藤 男 非常勤 4エ 〃 〃

理  事 江 日  諭 非常勤 征 〃 〃

理  事 宮 島 清 非常勤 征 〃 〃

理  事 田 中 行 夫 非常勤 征 〃 〃

理  事 石

'II 

正 一 非常勤 征 〃 〃

理  事 笹 サII 正 好 非常勤 征 〃 〃

理  事 三原田 保 男 非常勤 征 〃 〃

理   事 小 林   清 非常勤 征 〃 〃

理  事 若 山 健太郎 非常勤 征 〃 〃

理  事 曽 田 益 良 非常勤 征 〃 〃

理  事 加 藤 洋 一 非常勤 征 〃 〃

理  事 清 水 武 彦 非常勤 征 〃 〃

理   事 武 藤 和 美 非常勤 征
ヽ

〃 〃

代表監事 近 藤 紀一郎 非常勤 〃 〃

監  事 横 尾 清 一 非常勤 〃 〃

監  事 山 本 也 非常勤 〃 〃

区   分

役 員
職員兼務理事

人

常勤理事

人

非常勤理事

人

監 事
人

前年度末現在 18 3 0

本年度就任 (採用)

本年度辞任 (退職) 1

本年度末現在 17 3 0
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(5) 職員の増減

(6) 組織の構成

① 組織図

(7) 施設の設置状況

区  分 前年度末 当年度増 当年度減 当年度末

参    事 1 1

一 般 職 員 8 1 7

技 術 職 員 3 1 2
△
口 計 12 2 10

常用人 (嘱託含) 6 1 7

総会 (総代会 )

総務委員会 業務委員会 組合長 コンプライアンス委員会

副組合長

参事

業務部総務部

リサイクルプラント 環境緑化センター

監

名 称 構造及び面積 所  在  地 職 員 数 摘 要

くびき野森林組合 415。 28ポ 上越市大字青野2741番地 １
■
１
■ 嘱託含

〃 リサイクルプラント 5,0001だ 上越市福橋1433番地

〃 環境緑化センタ▼ 11,647.16rド 上越市三和区岡木1074番地 1 (1 )

(〃 旧頸北支所) (199.99rf) (上越市吉サ|1区山方544番地3)
ハ
口 計 4 箇所 11人
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(8) その他運営組l哉に関する重要な事項
① 理 事 会
開催年月日 出席者数 (人 ) 議 事 及 び 議 決 事 項

H29。 3.24
理事 14名

監事 2名

1.平成28年度事業報告書、貸借対照表、損益計算書、剰余金

処分案、注記表、付属明細書の承認について

※ 監査報告

2.平成29年度事業計画書(案)及び総代会に提出する議案の

承認について

3.第 16回通常総代会開催の日時・場所について

4.総代選挙規程による選挙管理者、投票管理者及び開票管理者

の選任について

5.固定資産の取得について

6.組合員加入届出書及び脱退予告書の提出状況について

7.組織体制の変更 (案 )について

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

H29。 4.28
理事 17名
監事 3名

1.代表理事組合長、副組合長の選任について

2.理事の順位 (案 )について

3.総務委員、業務委員の委嘱引受について

4.理事報酬額の各人の額及び支給方法の決定について

5。 平成29年度取扱手数料率の決定について

6.平成29年度理事会等会議 日程について

7.その他

可決

可決

可決

可決

可決

可決

H29,6.23
理事
監事
1 6名

3名

1.平成29年度第1四半期の業務及び会計状況について

2.総務委員会規則及びコンプライアンス委員会設置要綱の一部

変更 (案 )について

3.コンプライアンス委員会選任 (案 )について

4.組合員の加入脱退予告書の提出状況について

5。 その他

可決

可決

可決

可決

H29。 9,25
理事 14名

監事 3名

1.平成29年度第2四半期の業務及び会計状況について

※ 監査報告

2.高田税務署による税務調査について

3.固定資産の処分について

4.組合員の脱退予告書提出状況等について

5.その他

可決

可決

可決

可決

H29.12.25
理事 17名

監事 2名

1.平成29年度第3四半期の業務及び会計状況について

2.会計検査院による会計実地検査の結果について

3.県森連による監査士監査の検討 (案)について

4.組合員の脱退予告書提出状況について

5。 その他

可決

可決

可決

可決
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② 監 査 会

③ 監 事 会

開催年月 日
監査に従事した

監  事  名
監査の範囲 主 な 指 摘 事 項

H29。 3。 18
近藤 紀一郎
横 尾 清 一

平成28年度
決 算監 査

1.監査の方法及びその内容

別紙 監査方針により行つた。

2.計算関係書類は、組合の財産及び損益の状況を全ての

重要なザ点において適正に表示していることを認めます。

3.事業報告及び付属明細書は法令及び定款に従い組合の

状況を正しく示していると認めます。

4.監査のために必要な調査ができなかったことは無かつた。

H29。 9。 21

近 藤 紀一郎
横 尾 清 一

山 本 一 也

平成29年度
上 半 期
定 期 監 査

1.監査の方法及びその内容

別紙 監査方針により行った。

2.計算関係書類は、組合の財産及び損益の状況を全ての

重要な点において適正に表示していることを認めます。

3.事業報告及び付属明細書は法令及び定款に従い組合の

状況を正しく示していると認めます。

4.経営指数の自己資本率・流動比率・固定比率・当座比率

とも指数を上回つており、安定した経営状態が維持されて

おります。

5。 監査のために必要な調査ができなかったことはありません。

6。 理事の職務の執行に関し、不正の行為又は法令若しく憾

定款に違反する重大な事実はありません。

開催年月日 出席者数 協 議 事 項 等

H29.3.18 監事 2名

(1)。 平成28年度末棚卸監査の結果について

(2)。 平成28年度末決算監査について

(3)。 その他

可決

可決

H29.4.28 監事 3名

(1)。 代表監事の選任について

(2).監事の順位 (案)について

(3).監事報酬額の各人の額及び支給方法 (案)の決定について

(4).平成29年度監査方針 (案)の決定について

(5).平成29年度監査会・監事会等会議日程について

(6)。 その他

可決

可決

可決

可決

可決
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H29,9。 21 監事 3名

(1)。 平成29年度 (上半期)定期監査の結果について

(2).平成29年度 (上半期)棚卸監査の結果について

(3).高田税務署による税務調査結果について

(4).県森連による監査士監査の実施について

(5)。 その他

改
改
畝
強
・

④ 総務委員会

⑤ 業務委員会

⑥ 森林整備研修会

開催年月日 出席者数 協 議 事 項 等

H.29.5。 26 理事  6名

(1).委員長、副委員長の互選について

(2)。 平成29年度の活動計画について

(3)。 平成29年度組織体制について

(4)。 その他

H.29,6.23 理事  8名
(1)。「たよりくびき野」第35号作成について

(2).その他

H.30.1.16 理事  7名
(1)=「たよりくびき野」第36号作成について

(2).その他

開催年月 日 出席者数 協 議 事 項 等

H.29.5.26 理事  5名

(1)。 委員長、副委員長の互選について

(2).平成29年度の活動計画について

(3).平成29年度組織体制について

(4)。 その他

H.29.9。 25 理事  6名
(1).森林整備研修会について

(2)。 その他

開催年月日 参加者数 内  容  等

H.29.10.21 27名

(1)。 木材の需要状況等について

(2)。 チェンノーの日立てと点検整備

(3).高性能林業機械 (林業専用重機)作業視察

会場 ;くびき野森林組合事務所及び公社造林大東団地 (三和区)
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Ⅱ 貸 借
の

内  訳 小  計
流動 脅産

1,現金 203,699

153,317,762

3,ぢ 修 5,993,440

5.953,165尊倒 3 当金 ▲ 40,275

4,5 342,753

340,451尊倒 : 1当金 ▲ 2,302

24.381.3535,ラ ミ収金
▲ 163.843 24.217.510費優J:

266,700 棚卸計上 )6
:買 106,867 棚卸計上 )7

3,551,191 :棚卸計上 )8
9 191,100 :棚卸計上 )

1 6,806.286
▲ 45,661 6,760,625

11,′ 464,400

70.56012,前払 肇用
瓦団l定 7,790,2641

流 動 冬計 203,234,294

固定資産

有形固定資産
1 84,602,507

45,678,498訪 ▲ 38,924,009
・
属設備 7.854,4432,癸

却累計額 ▲ 3,595,657 4,258,786

3 29,618,066

i価 1 却 累計額 ▲ 25,714.878 3,903,188

4. こ直 51,486,099

1 i却累計額 ▲ 48,807,311 2,678,788

:搬具 23.871,7845
却 累計額 ▲ 23,824,044 47,740

6 口口 4,324,954
▲ 4.324.906 48克価イ義却累計額

07
聯 却累計額 0

8.土地 63,142,026

119,709,074

無形固定資産
1.ソフトウエアー開発費 262,505

無 形 匿lttζ等産合計 262,505

外部出γξ各
1 10,545,000

‐出資金 2.195,0002.男ミ統タ
ょ合 計 12,740,000

その他の匿l定資産

1,振 用 7,690,611

その他の固定資産合計 7,690,611

固定 等産 1箸言十 140,402,190

0

343.636.484
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対  照  表
2 28

の

内  訳 /」  ヽ 計 合  計
而 動損信

2,973,3481,受託販 5
468,0182,買掛金 | 販売 )

霊・事 業 ) 15,432,1053
等 3,563,2004,未払消 :
!等 4,806,0005,未払法ノ

6 2,380,214

7,102,1507,前受収 :

流動負信合 36,725,035

固定狼債
昇弓 当 金 525,2541

525.254計

ヽ

37,250,289負債合計

出脅金

1 70,440,500

出資金合言 70,440,500

剰 余金
57,600,0001,法定準 |
158,333,811

立金 141,333,811①損失補壱
エ 17,000,000

351.3653.資本準れ
14,060,8124,当期栞J多 ぐ金

1余金 5,599,7075
235,945,695剰余金合言

306,386.195資本合 計

343,636,484

22



Ю
ω

Щ 損
平成29年 3月

益 計 算 書

1日 から平成30年 2月 28日 まで (単位 :円 )

※ 前期繰越剰余金のうち教育情報資金は520,000円であつた。

０

０

０

０

０

０

０

〇

一
〇

金  融

０

〇

一
〇

購  買
円

5,604,632
41660,198
944.434

803,988

4,281

22,924

26,158

31,519

46,229

6,683

941,782
2_で 5ヽ2

采 林 整 備

福利厚生

円

29,046
0

29.046

０

０

０

０

０

０

０

〇

一

曼9ヽ 046

利   用
円

217,816,079
137,943.595
79.872.484

54,948,462
292,583
1,566,742

1,787,791

2,154,134

3,159,516

456,755
64,365,983
15_506_501

森林整備

円

44,222,092
28,454,544
15.767.548

10,511,873

55,972

299,724

342,012

412,095
604,429

87,379
12.313,485

3.454.063

販  売

円

14,142,386

91437,339

4.704.997

3,268,121

17,402

93,184

10o,331

128,120

187,916

27,166
3,828,239

876.758

事 業 区 分

指  導

円

2,612,600

2,6431205

▲ 30.605

1,933,144

10,293

55,120

62,896

75,785

111,155

16,069

2,2641462
▲ 2.295.067

927,862
18.501.814

364,998
18.866.812

4,806,000
14,060,812
5,599,707

19,660.519

合 計

101.287.904

円

83,713,952
17.573.952

985,862
58,000

刑ヽ 計

円

284,426,785
183,138,881

71,465,589
380,532

2,037,694
2,325,188

2,801,652

4,109,244

594,053

364,998
0

I事 業 総 損 益
1.事業収益
2.事業費用
事業総利益

人

旅

事

業

諸

施

雑

１

２

３

４

５

６

７

事 業 利 益

費
費
隆
費
費

費交通費

損 益

件 費
Ⅱ 事 業

務
務
願
設

Ⅲ 経 常損 益
1.事業外収益
2.事業外費用
事 業外 損 益

経 常 利 益
Ⅳ 特 別 損 益

益

用

益

利

費

損

別

別

別

特

特

特

１

２

税引前当期純利益
法人税、住民税及び事業税

当期剰余金

前期繰越剰余金

当期未処分剰余金

科   目



Ⅳ  平成29年度剰余金処分案
(単位 :円 )

脚注 次期繰越剰余金中教育情報資金は705,000円 である。

※注1施設更新積立については、保有施設リサイクルプラント(廃棄
物処理)と環境緑化センター (堆肥製造)は製品特性上、施設の腐食
等が進む状況にある。この2施設の更新及び高性能林業機械の取得
を考え、当面、積立目標額を50,000千円として、毎年剰余金の中か
ら計画的に、積み立てていく予定です。

科 目 積 算 内 訳 内訳 小計 合計

I 当期未処分剰余金

Ⅱ 剰余金処分額

1法定準備金
2任意積立金

Ⅲ 次期繰越剰余金

当期剰余金の5分の1以上

施設更新積立 ※注1

2,900,000

11,000,000

19,660,519

13,900,000

5,760,519
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区 分 注 記 事 項

(1)重要な会計方針

に関する事項
(1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
。最終仕入原価法による原価法を採用しています。

(2) 固定資産の減価償却の方法
。有形固定資産

旧定率法を採用 し法人税法基準の償却率によつています。

ただし、平成 10年 4月 1日 以降に取得した建物 (建物附属

設備を除く)については旧定額法を採用 しています。また

平成 19年 4月 1日 以降に取得 した資産は、法人税法基準の

改正による新定率法 ,新定額法の償却率によつています。

・無形固定資産

ソフトウエアーは新定額法を採用し法人税法基準の償却率

によつています。

(3)・ 繰延資産の処理方法

該当事項はありません。

(4)引 当金の計上基準

貸倒引当金

・貸倒引当金は経理規程、資産査定要領、資産の償却引当基準

により、一般債権については貸倒実績率 (法人税法に規定する

法定繰入率)に より計上するほか、個々の債権の回収可能性を

勘案して計上しています。

(5)収益及び費用の計上基準
・収益及び費用の計上は発生基準によっています。

(6)計算書類及びその附属明細書に記載した金額の端数処理の方法
・千円単位の表示については、百円単位の四捨五入を基本として

います。

(7)その他計算書類及びその附属明細書作成のために基本となる

重要な事項

① リース取引の処理方法

・リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナン

スくヽリース取引については、通常の賃貸借取引にかかる方法に準

じた会計処理によつています。

V 注  記  表
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区 分 注 記 事 項

(2)貸借対照表に関

する注記事項

(3)損益計算書に関

する注記事項

(4)退 職 給 付 に

係る注記

②消費税及び地方消費税

・消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によつて

います。

(8)固定資産の取得・処分
・普通貨物自動車 2台を処分しました。

(1)リ ース契約により使用する重要な固定資産
・貸借対照表に計上した固定資産のほか、普通貨物自動車6台

軽貨物自動車 6台、バックホー 2台、タイヤショベル ドーザ2台、

複合機 上台、電話設備 1式、森林測量機器一式、森林地図情報シ

ステム(GIS)については、リース契約により使用しています。

(1)事業管理費の各部門への配布基準等
・事業管理費 (共通経費分)は、人頭割 4割、収益割 6割にて配

賦をしています。                 ヽ

(1)・ 職員の退職給付に充てるため、退職給付規程にもとづき、退職

一時金制度を採用しています。また、この制度にカロえて、中小

企業退職金共済事業本部 との契約に基づく適格退職金制度を

採用 しています。また第一生命保険株式会社と企業福利厚生の

一環として配当付逓増定期保険に加入しています。

また、退職給付債務・退職給付費用の計上にあたっては

「退職給付にかかる会計基準の設定に関する意見書(平成 10年

6月 16日 ・企業会計審議会)」 に基づき、簡便法により行つて

います。

当期における退職給付債務の内容等は、次のとおりです。

なお、会計基準変更時差異はありません。

退職給付債務及びその内訳

退職給付債務の額 22,090千 円
(退職給付債務は、中退共等により充足されていますのでr

会計基準変更時差異の未処理額はありません。)
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Ⅵ  附 属 明 細 書

(平成 29年 3月 1日 から平成 30年 2月 28日 まで)

第1 計算書類に関する事項
(1) 組合員資本の明細 (単位 :円 )

種 類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

出 資 金 70,630,200 189,700 70,440,500

未 払 込 出 資 金

回 転 出 資 金

再 評 価 積 立 .金

利 益 剰 余 金 221,533,518 33,060,812 19,000,000 235,594,330

55,600,000 2,000,000 57,600,000

165,933,518 31,060,812 19,000,000 177,994,330

141,333,811 141,333,811

17,000,000 17,000,000

24,599,707 14,060,812 19,000,000 19,660,519

資 本 準 備 金 231,265 120,100 0 351,365

合 計 292,394,983 33,180,912 19,189,700 306,386,195
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(2) 固定資産の明細

(3) 外部出資の明細

種  類
前期末

残 高
当 期

増加額

当 期

減少額

当期末

残 高
当 期
償却額

償 却
累計額

償 却
累計率

償 却

方 法
石

形

固

定

資

産

滅

価

償

却

資

産

建 物 84,602,507 84,602,507 3,677,470 38,924,009 46% 定額 。定率

建物附属設備 7,854,443 7,854,443 659,263 3,595,657 45.7% 定率

構  築  物 29,618,066 29,618,066 580,867 25,714,878 86.896 定率

機 械 装 置 50,928,199 557,900 51,486,099 911,471 48,807,311 94.8% 定率

車 輛 運 搬 具 28,037,344 4,165,560 23,871,784 117,943 23,824,044 99.8% 定率

工具器具備品 4,324,954 4,324,954 4,324,906 99,9% 定率

↑骨 木 0 0

計 205,365,513 557i900 4,165,560 201,757,853 5,947,014 145,190,805 78.896

土 地 63,142,026 63,142,026

計 268,507,539 557,900 4,165,560 264,899,879 5,947,014 145,190,805

熊

形
固
定
賣
慮

財務会計システムンフ ト 561,847 299,342 262,505 定額

計 561,847 0 299,342 262,505 0 0

(単位 :円 )

(単位 :円 )

出 資 先 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

系
統
出
資

新潟 県森 林 組 合 連 合 会 9,620,000 9,620,000

農林 中央 金 庫 富 山支 店 925,000 925,000

計 10,545,000 10,545,000

(う ち 回 転 出 資 金 ) ( ) ( ) ( )
( )

系
統
外
出
資

腑 ,ア ン上 越 山 里 振 興 1,000,000 1,000,000

牧 農 林 業 振 興 公 社 1,000,000 1,000,000

仰 新 潟 県 林 業 開 発 170,000 170,000

え ち ご上越 農 業 協 同組 合 25,000 25,000

計 2,195,000 2,195,000

合   計 12,740,000 12,740,000
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(4)借入金の明細

(5) 引当金等

借  入  先 期首残高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高

日本政策金融公庫 0

計 0

(単位 :円 )

(単位 :円 )

種 類 前期末残高 当期増加額
当期減少額

当期末残高
目的使用 その他

貸  倒  引  当  金

289,393 37,312 252,081

285,185 34,013 251,172

4,208 3,299 909

造 林 貸 付 金

退 職 給 与 引 当 金 958,108 525,254 958,108 525,254

△ 計 1,247,501 525,254 958,108 37,312 777,335
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(6) 損益計算書の明細

① 部門別総損益 (単位 :円 )

名下F日 費   用 金  額 収   益 金  額 損  益

指

導

指導費

情報費

2,627,982

15,223

賦課金 2,612,600

計 2,643,205 計 2,612,600 ▲ 30,605

販

売

販売品売上原価

林産品売上原価

3,845,623

5,591,716

販売手数料

林産手数料

販売品売上

林産品売上

84,259

469,076

7,350,314

6,238,687

計 9,487,339 計 14,142,336 4,704,997

森

林

整

備

森

林

整

備

森林整備費

治山工事費

13,516,620

14,937,924

森林整備収入

森林整備手数料

治山工事収入

16,121,000

90,092

28,011,000

河ヽ 計 28,454,544 小  計 44 222 092 15,767,548

禾ll

用

請負工事費

調査費

森林病害虫防除費

廃棄物処理事業費

利用施設維持費

森林整備加速化事業費

緑の雇用事業費

森林整備支援交付金費用

利用雑費

安全教育受講費

緑化センター事業費

作業予ノエ改善費

88,923,775

4,677,531

24,099,940

3,227,353

0

319,826

0

2,323,673

5,700

13,452,786

913,011

請負工事収入

調査収入

森林病害虫防除収入

廃棄物処理事業収入

利用料

森林整備加速化事業収入

緑の雇用事業収入

森林整備支援交付金収入

利用雑収入

安全教育受講収入

緑化センター事業収入

造林補助扱手数料

158,329,217

5,704

9,685,610

33,411,868

239,383

0

1,431,415

0

338,428

85,185

14,289,269

0

小  計 137,943,595 小  計 217,816,079 79,872,484
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収   益 金 額 損 益菩ヽ F日 費   用 金 額

29 046森林保険手数料

小  計 29,046 29,046小  計

福
利
厚
生

5,604,6324,660,198 購買品売上

購買雑収入

購買品売上原価

購買雑費

4,660,198 河ヽ 計 5,604,632 944,434

購
買
　
事
業
物
資
） 刺ヽ 計

農林漁業資金貸付利息

農林漁業資金取扱手数料

金融雑収入

農林漁業資金借入利息

0 00 河ヽ 計

金
融
　
事
業
資
金
） 小  計

267,671,849 96,613,512171,058,337 計

森

林

整

備

計

合   計 284,426,785 101,287,904合   計 183,138,881
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② 事業管理費
(単位 :円 )

区   分 勘 定‐科 日 金   額

人 件 費

役 員 報 酬 2,700,000

給 料 手 当 34,819,978

賞 与 19,522,870

法 定 福 利 費 9,075,359

厚  生  費 2,224,244

退 職 給 与 金 748,038

中 退 共 掛 金 2,375,100

計 71,465,589

旅費交通費 旅 費 交 通 費 380,532

事 務 費

消 耗 品 費 1,293,698

通  信  費 743,996

計 2,037,694

業 務 費

会  議  費 441,486

交  際  費 467,733

支 払 手 数 料 1,245,923

調 査 研 究 費 0

広  告  料 170,046

計 2,325,188

諸税負担金

租 税 公 課 1,866,834

負  担  金 915,034

寄  付  金 19,784

計 2,801,652

施 設 費

減 価 償 却 費 2,990,859

地 代 家 賃 46,687

機 械 等 賃 借 料 340,052

修  繕  費 12,000

保  険  料 70,920

動 力 光 熱 費 648,726

計 4,109,244

雑   費 雑 費 594,053

合   計 83,713,952
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③ 事業外損益

④ 特別損益

⑤ 原価明細表
1.売上原価明細書

(単位 :円 )

(単位 :円 )

(単位 :円 )

区

分
費   用 金  額 収   益 金  額 損  益

般
事
業
費

貸倒引当金繰入

貸 倒 損 失

0

58,000

受 取 利 息

受 取 配 当 金

家 賃 収 入

雑  収  入

担い手対策助成金

通年雇用奨励金

貸倒引当金戻入

8,720

55,896

447,632

324,302

112,000

0

37,312

合計 58,000 合計 985,862 927,862

区
分
費   用 金  額 収   益 金  額 損  益

般
事
業
費

前期損益修正損

固定資産処分損

0

0

固定資産売去口益 364,998

合計 0 合計 364,998 364,998

区 分 販売品 林摩品
購買品
(事業物資)

原材料 貯蔵品

1  期首棚卸高 1,073,100 86,523 1,409,315 29,900

2
当別位入高又は

当期生産原価 3.845,623 4,785,316 4,680,542 15,594,662 3,388,553

合  計 3,845,623 5,858,416 4,767,065 17,003,977 3,418,453

3 他事業への振替高 0 0 0 0 0

4  期末棚卸高 0 266,700 106.867 3.5511191 191,100

売上原価 3,845,623 5,591,716 4,660,198 13,452,786 3,227,353
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2.森林整備費経費明細書

3.治山工事費経費明細書

4.請負工事費経費明細書

5。 産業廃乗物処理事業費経費明細書

6.環境緑化センター事業費経費明細書

科 目 内 訳 ′lヽ 計
△

計

I 当期費用
1材  料
2労 務 費
3経  費

470,913

5,289,032

7,756,675

合 計 13,516,620

科 目 内 訳 ′lヽ 計
△

計

I 当期費用

1材  料
2労 務 費
3経  費

2,910,991

5,758,697

6,268,236

合 計 14,937,924

科 目 内 訳 ′Jヽ 計
△

計

I 当期費用
1材  料
2労 務 費
3経  費

1,559,517

33,684,976

53,679,282
A 計 88,923,775

科 日 内 訳 ′Jヽ 計
ハ

計

I 当期費用
1材  料
2労 務 費
3経  費

0

1,984,811

22,115,129
△ 計 24,099,940

科 目 内 訳 ′Jヽ 計
△ 計

I 当期費用
1材  料
2労 務 費
3経  費

1,728,141

3,701,974

8,022,671
△ 計 13,452,786
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第 2 事業報告に関する事項

(1)役 員に対する報酬等

(2)員 内・員外の利用状況

ア 販売事業

イ 林産事業

当期中の報酬等支払額 考備区 分

18名2,300,000理 事

3名400,000監 事

八
口 計 2,700,000

利用区分
受託販売 買取販売 計

数量 (ボ ) 金額(千円) 数量 (だ ) 金額(千円) 数量 (ず ) 金額(千円)

員  内 32.264 55 0 862 32。 264 917

員  外 409。 288 1,545 85 4,752 494.288 6,297

法第9条第9項に基づく者

1鴛肥岳
220 0 220

県立高等学校 新潟県

計 441.552 1,600 85 5,834 526.552 7,434

利用区分
受託販売 買取販売 計

数量 (∬ ) 金額(千円) 数量 (∬ ) 金額(千円) 数量 (ポ ) 金額(千円)

員  内 429.124 1,246 208。 6 1,554 637.724 2,800

員  外 88.5 2,106 88.5 2,106

法第9条第9項に基づく者

|

公的機関の

470.6 1,415 56.45 387 527.05 1,802

新潟県農林公社

計 899.724 2,661 353.55 4,047 1253.274 6,708
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ウ 森林整備事業

工 不U用事業

(3) 施業集約化の実施状況

(4) 森林経営計画の作成状況

利用区分 数量(ha) 金額(千円)

員  内 16.59 6 060

員  外

法第9条第9項に基づく者 72.61 38,162

新潟県・新潟県農林公社・森林整備センター

計 89.20 44,222

利用区分 件数(件 ) 金額(千円)

員  内 490 56,983

員  外 2,955 158,878

法第9条第9項に基づく者 13 1,955

新潟県。国立大学。県立高等学校

計 3,458 217,816

地 区
当年 層 | 建在「 重

絆 出 材 馬 (ド ) 治 林 面 橋 (ha)

0

0

合計 0 0.00 0,000 0

地区名 計画面積 (ha) 計画期間 摘要

赤野俣 59。 14 H25,4-H30,3 林カジエ計画

サ|1 田 110.68 H26.4-H31.3 林班計画

呵ヒ 十t 92.01 H27.4ハΨH32.3 区域計画

下 牧 43.79 H28。4-H33.4 林リエ計画

柿崎第3 55。 31 H28.4-H33.4 区域計画
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平成30年度

期間

計事  業 画  書

自 平成30年
至  平成31年

日

日

１

８２

月

月

３

２

改選後の初理事会のようす

くび き野 森 林 組 合
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目次

1.運営の基本方針

1.運営の基本方針
2.損益及び取扱計画
3.部門別損益計画
4.資金計画

平成30年度事業計画

自 平成30年 3月  1日
至 平成31年 2月 28日

区 分 説 明

総 括 事 項

1.組合の経営の健全化、労務体制の確立と労働安全姑策を十分に図り、
組合の安定的な発展に努めます。

2.組合員の関心をどう高めるか、どうしたら利用される組合であるか、
組合員のための組合であることを認識の上、事業の展開を進めます。
3.平成27年度に策定した「中期経営計画」(平成28年度～30年度)も
最終年度を迎えるにあたり目標達成に努力するとともに、次期「第2次

中期経営計画」の策定を進め、進むべき組合の方向性を確認します。
4.平成31年度から導入予定の「森林環境譲与税」(仮称)については
上越市との連携を図り、水源涵養・国土保全等多機能にかかわる森林
の整備を積極的に実行できるよう準備を進めます。

指 導 部 門

1.森林整備説明会の推進と地区懇談会の開催
2.現地講習会の開催と技術指導の実施
3.集約化可能箇所の調査と森林経営計画の樹立推進
4.シイタケ、ナメコ等の栽培・安全作業の推進指導
5.総合学習を通じて児童・生徒への森林・林業の必要性周知活動
6。 組合だよりによる林業情報の提供

販 売 部 門
1.間伐材の有利販売の模索により間伐の利用推進に努める。
2.地域産物の開拓 (シイタケ・薪用原木等)と生産、販売に努める。

森林整備部F:

森林整備

1.森林整備事業における積極的な企画、提案を行い事業量の確保に
努める。
2.造林、保育事業の推進を行い、組合員の造林作業の受託を行う。
3.団地的・効果的な施業を推進するために集約化を図り、間伐を重点
的に森林整備を行う。

4.荒廃地。遊休農地の林地化を進め荒廃森林の整備に努める。

利   用

1.森林資源を活用した事業及び工事の受注を行い、請負事業関係の
適正な推進に努める。
2.粉砕機によるチンプ化事業の推進を図りながら木質資源の有効活用
につなぐべく、環境緑化センターにおいてチップによる堆肥及び緑化

基盤材の生産に努める。

3.利用間伐の促進及び素材生産の安定供給の推進に努める。
福利厚生 1.森林保険の加入促進に努める。

購   買
1.種駒、緑化木、果樹苗をはじめ、林業用機械、林業用資材等の販売
推進に努める。
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2.損益及び取扱計画 単位 :千円

区 分
損 益

(千円)

取 扱 計 画

品  目 数 量 損益の算出基礎

指

導

部

F日

収

　

　

益

賦    課    金 2,600
面  積  割 7,666ha ha当り 300円

均  等  割 5,013人 1組合員当り150円

合   計 2,600

費

　

　

用

指   導   費 2,138

間伐、造林指導

調 査 研 究 費

印 刷 製 本 費

連絡員 手 当

会議費、講習会費

たより、森林教育

情   報   費 7 林 業 雑 誌 等

森林経営計画作成費 775 PCリース・保守 200ha

合  計 2,920

損    益 ▲ 320

販

売

部

門

収

益

林 産 手 数 料 0

販 売 品 売 上 4,782

一  般  材
生・千しいたけ

原 木 、オ骨木

そ  の  他

500だ

410kg

l100本

林 産 品 売 上 8,658

木 材 販 売

薪  原  木
薪 (小 割 )

薪 (大 割 )

生 し い た け

1350rだ

5だ

22だ

40■ド

30kg

計 13,440

費

　

　

　

用

販売品売上原価 2,781

一  般  材
生・干しいたけ

原 木 、精 木

そ  の  他

500コド

410kg

l100本

林産品売上原価 7,765

木 材 販 売

薪  原  木
薪 (小 割 )

薪 (大 割 )

生 し い た け

1350■ド

5だ

22■ば

40■ド

30kg

計 10,546

損   益 2,894
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2.損益及び取扱計画 単位 :千円

区 分
収 益

(千円)

取 扱 計 画

品   目 数 量 損益の算出基礎

森

林

整

備

部

F弓

収

益

森

林

整

備

森 林 整 備 収 入 14,986

公社造林保育

水 源 林 保 育

市営造林保育

10.00ha

6.42ha

15.00ha

新潟県農林公社

森林整備センター

上越市営造本

森林整備収入 (受託) 8,707 保 育 20.00ha

森林整備手数料 968 保 育 20.00ha

治 山 工 事 収 入 23,600 保 安 林 保 育 46.69ha

計 48,211

不ll

用

請 負 工 事 収 入 116,468 請負整備事業等 360T牛

調 査 収 入 0 立木評価、林地調査

加 速 化 事 業 952 問伐・作業道開設 2.00ha

森林病害虫防除収入 11,239 松くい虫防除 26イ牛伐倒くん蒸、樹幹注入予防

廃棄物処理事業収入 40,000 木 質 廃 棄 物 3,500トン

利   用   料 300 チェンノー、刈払機等 50T牛

利 用 雑 収 入 230 35T牛

安全教育受講収入 120 4件

緑化センター事業収入 12,000 基盤材・堆肥 10万 5千袋

造林補助取扱手数料 0 受 任 申請 分

森林整備支援交付金収入 0 経営計画樹立補助等

緑 の 雇 用 収 入 1,378 1件

計 182,687

福
利
厚
生

森林保険手数料 29 1件

計 29

購
買

・
事
業

事 業 物 資 売 上 3,413

種    駒

苗    木

林 業 機 械

林 業 資 材

660,000ヶ

500本

10台

一式

チェンノー、刈払機

鋸、錠、丸ヤスリ等

計 3,413

生

活

生 活 物 資 売 上 0 生 活 物 資

計 0

金
融

・
事
業

農林漁業資金貸付利息 0 造 林 資 金

農林漁業資金取扱手数料 0

計 0

合    計 234,340
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2.損益及び取扱計画 単位 :千円

区 分
費 用

(千円)

取 扱 計 画

品   目 数 量 損益の算出基礎

森

林

整

備

部

F弓

費

用

森
林
整
備

森 林 整 備 費 11,601 以下、内訳については収益欄と同様

森林整備費 (受託) 7,894

治 山 工 事 費 16,522

計 36,017

不ll

用

請 負 工 事 費 74,578

加 速 化 事 業 952

森林病害虫防除費 7,031

廃乗物処理事業費 28 000

利用施設維持費 2,000

利 用 雑 費 1,300

作 業 班 改 善 費 600

緑化センター事業費 12,000

安 全 教 育 事 業 費 10

緑 の雇 用 事 業 費 275

計 126,746

森林保険取扱費 1

計 1

躍
買
・事
業

事業物資売上原価 2,789

計 2,789

層
買
・生
活

生活物資売上原価 0

計 0

金
融
。事
輩

農林漁業資金貸付利息 0

計 0

合    計 165,553

損   益 68,787

総 計
収    益 250,380

費    用 179,019

事 業 総 利 益 71,361
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3.部門別損益計画
単位 :千円

科   目
総合計算の部 一 般 事 業

小計 合計 計 指導 販売
森林整備

森林整備 利  用 福利厚生 購  買 金  融

I事業総損益
1収  益 250,380 250,380 2,600 13,440 48,211 182,687 29 3,413 0

2費  用 179,019 179,019 2,920 10,546 36,017 126,746 1 2,789 0

事業総利益 71,361 71,361 ▲ 320 2,894 12,1つ 4 55,941 28 624 0

Ⅱ 事業管理費

1人件費 57,106 57,106 1,545 2,611 8,400 43,908 0 642 0

2旅費・交通費 401 401 11 18 59 308 0 5 0

3事務費 2,358 2,358 64 108 347 1,813 0 27 0

4業務費 2,478 2,478 67 113 364 1,905 0 28 0

5諸税負担金 3,097 3,097 84 142 456 2,381 0 35 0

6施設費 4,763 4,763 129 218 701 3,662 0 54 0

7雑費 1,008 1,008 27 46 148 775 0 ll 0

事業管理費計 71,211 71,211 1,926 3,256 10,474 54,753 0 801 0

事業利益 150 150 ▲ 2,246 ▲ 362 1,720 1,188 28 ▲ 177 0

Ⅲ 事業外損益

1事業外収益 516

2事業外費用 0

事業外損益 516

経常利益 666

Ⅳ 特別損益

1特別利益 0

2特別損失 500

特別損益 ▲ 500

税引前当期純利益 166

法人税、住民税及び

事業税額
218

当期剰余金 ▲ 52

前期繰越剰余金 5,760

当期末処分剰余金 5,708
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4.資金計画
項   目 金額 (千円)

I

事

業

活

動

イこ

伴

う

収

支

収

入

1.事業収入 250,380

2.事業外収入 516

小計 (A) 250,896

3.固定資産売却等収入

(1)有形固定資産売却

(2)投資有価証券売却

(3)貸付金回収

(4)補助金

(ら )その他

′J 「ヽ計(B)

収入合計 (C=A+B) 250,896

支

出

1.事業支出

(1)原材料、販売品等仕ヌ 10,000

(2)事業経費 169,019

2.事業管理支出

(1)人件費 57,106

(2)その他 14,105

3.事業外支出

小計 (D) 250,230

4.固定資産取得等支出

(1)有形固定資取得

(2)投資有価証券取得

(3)貸付金

(4)その他 500

小計 (Ё) 500

5.決算支出等

(1)配当金

(2)法人税等 218

(3)その他 0

′Jヽ ;計 (F) 218

支出合計 (G=DttE+F) 250,948

事業収支尻 (H=C一 G) ▲ 52

項   目 金額 (千円)

Ⅱ
資
金
調
達
活
動
に
伴
う
収
支

収

　

　

入

1.短期借入金

2.割引手形

3.長期借入金

4.増資

5。 その他

収入合計 (1) 0

支

　

　

出

1.短期借入金返済

2.長期借入金返済

3.その他

支出合計α) 0

資金調達収支尻 (K=I―J) 0

Ⅲ 総合資金収支尻 (L=HttK) ▲ 52

Ⅳ 期首資金有高 (M) 153,521

V期末資金有高 (N=L+M) 153,469

(注 )期首、期末資金有高の内訳

単位 :千円

項   目 期  首 期  末

現金及び預金 153,521 153,469

短期所有有価証券 0 0

合  計 153,521 153,469
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